
3 款 1 項 17 目

年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

53,416 53,416 53,416 53,416 53,416 267,080

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

障害児相談支援給付延べ件数 件 102 100 84 141
障害児計画相談支援実人数 人 31 30 42 49
児童発達支援給付延べ件数 件 304 300 144 308
児童発達支援支給決定実人数 人 30 30 26 28

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 11,091 12,544 21,974 15,931

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

25,650
県支出金 10,019 10,800 0 13,059

人件費 1,511 1,527 763 1,527
国庫支出金 20,700 21,600 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.19 0.19 0.10 0.19
人件費単価 7,954 8,042 8,042

1,528
合計 0 44,944 21,974 54,640

事業費
直接事業費 40,299 43,416 21,210 53,112
人件費 1,511 1,528 764

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

身体に障がいのある児童、知的障がいのある児童、精神に障がいの児童、難病のある児童の、通所による療
育支援を目的とする。

事業の内容

障がい児の保護者から申請された障害児通所支援の利用について公費で助成することの要否を決定し、支
給決定を行い、費用の支弁を行なう。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

学校等の関係機関と連携して、意見・情報提供を受けながら、総合的に支援していく。

事業の対象

根拠法令等
児童福祉法第２１条

予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
福祉施策の向上と充実

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 福祉課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業
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記入者情報 所属長： 渡辺 悦子 担当責任者： 大森 秀泰

事務事業名 障害児通所給付事業



3二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

意見、課題
市内への施設の新規開設によりサービス利用が急激に増加することが予想されるため、適切な事業運営
に努める必要がある。

課題認識

障がい児を含む子育て支援施策の充実を国を挙げて推奨される中、障がい児の保護者が障がい児サー
ビスを積極的に利用し、早期に個々の障がいに合わせた療育支援を受けたいというニーズに答えるよう
に、放課後等デイサービス事業所の新設が市外に相次ぎ、利用者も増加し、サービス給付費も増大する
こととなった。療育支援をする事業所が整備され、必要なサービスを供給できるようになったが、今後は、
提供するサービスの内容と質が、個別支援計画に基づき提供され、児童の発達段階にあったサービスで
あるかの検証を実施していく必要がある。

二次評価

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率

課題認識

　平成２８年4月～伊予市子ども総合センターが開設される。これにより、早期療育支援につながり、保護
者の不安や負担が軽減されるように努めなければならない。今後とも関係機関と連携し、意見・情報提供
を受け、総合的な支援を行なう必要がある。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 5

A

4
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 5

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 5

A市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率 4
受益者負担の適正 4

有効性
事業の効果 5

B成果向上の可能性 4

目　　標 600 600 600 600
実　　績 406 449 0 0

成果指標

成果指標
サービス利用延べ件数

指標設定の
考え方

サービスの利用により、障がい児や家族の介護負担軽減と児童の療育支援が図ることができる。

区分年度 26年度 27年度 28年度 目標28年度



3
経営者会議の最終判断

事業の方向性
下記の点を見直しの上、継続する。

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


